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平成２９年度普通交付税の交付額の決定 

 

７月２５日に閣議報告の上、平成２９年度普通交付税額が決定されました。鳥取県分については次のとお

りです。 

 

１ 本県の決定額                               （単位：千円、％） 

 

区 分 

普通交付税決定額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債（※）発行可能額 

29 年度 

A 

28 年度 

B 

増減額 

C(=A-B) 

増減率 

D(=C/B) 

29 年度 

E 

28 年度 

F 

増減額 

G(=E-F) 

増減率 

H(=G/F) 

市 分 38,684,036 39,463,174 ▲ 779,138 ▲ 2.0 45,081,624 45,555,398 ▲ 473,774 ▲ 1.0 

町村分 42,059,193 41,994,626 64,567 0.2 44,821,536 44,614,294 207,242 0.5 

計 80,743,229 81,457,800 ▲ 714,571 ▲ 0.9 89,903,160 90,169,692 ▲ 266,532 ▲ 0.3 

県 分 133,852,929 137,041,562 ▲ 3,188,633 ▲ 2.3 150,215,873 153,554,877 ▲ 3,339,004 ▲ 2.2 

※ 臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するための特例地方債（後年度の普通交付税で全額措置） 

 

２ 平成２９年度普通交付税交付決定の状況（鳥取県内市町村・県） 

【市町村分】 

○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は８９９億円となり、前年

度に対して▲２．７億円となった。前年度との比較においては全国値＋１．９％に対して、本県は▲

０．３％となった。（全国値の増は、教職員給与費（全国算定総額：３，１９４億円）が、道府県か

ら指定都市に移譲されたことが主な要因。） 

○福祉事務所を設置する町村（三朝町、大山町を除く１３町村）に係る経費（生活保護費等、合計約

１６億円）については、今年度より普通交付税で算定を行っている。（昨年度までは、特別交付税で

算定） 

 

 

 

 

 

 

【県分】 

  ○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は、１，５０２億円となり、

前年度に対して▲３３億円となった。前年度との比較においては全国値▲２．４％に対して、本県は

▲２．２％となった。 

  ○普通交付税額は１，３３９億となり、前年度に対して３２億円の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 普通交付税の交付時期 

毎年４、６、９、１１月に交付（４、６月分は前年度交付額に基づき概算交付済み） 

 

■県分の増減理由 ※ただし、臨時財政対策債発行可能額を加えたもので前年度と比較 

・基準財政需要額の減 ▲４０．９億円 個別算定経費の減（▲19.5 億） 

地域経済・雇用対策費の減（▲8.0 億円） 

 

     包括算定経費の減（▲9.7 億） 

 

・基準財政収入額の減  ▲９．０億円 法人事業税の減（▲5.7 億円）、地方消費税の減（▲6.4 億円） 

道府県民税所得割の増（2.5 億円） 

 

※29 年度地方財政計画における歳出特別枠の減（4,450 億円→1,950 億円）による 

■増減率の大きい団体（市町村分）※ただし、臨時財政対策債発行可能額を加えたもので前年度と比較 

・ 日吉津村 ＋26.1％：市町村民税法人税割の減等 

・ 岩美町  ＋ 3.9％：福祉事務所に係る経費を普通交付税で算定したことによる増等 

・ 境港市  ▲ 3.4％：市町村民税法人税割の増等 

・ 大山町  ▲ 3.6％：公債費（合併特例債の元利償還金）の減等 



（参考） 

 
 


